
52

最近の統計調査より 

Business Labor Trend  2004.12

◆障害者雇用実態調査～平成15年度～　　10月19日（厚生労働省） 

　・障害者が仕事を続けるために職場に求めることは、身体障害者では「能力に応じた評価、昇進」と「コミュニケーショ

ン手段・体制の整備」（各29.8％）、精神障害者では「調子の悪いときに休みを取りやすくする」（44.4％）が最も多

い。 

◆生活意識に関するアンケート調査　　10月19日（日本銀行） 

 ・従業員数判断BSI（「不足気味」－「過剰気味」）は、大企業、中堅企業、中小企業とも前期に比べ不足超過幅が拡大。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

10月11日～11月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

毎月勤労統計調査～平成16年夏季賞与～　　11月1日（厚生労働省） 

～夏季賞与２年ぶりに減少～ 
　毎月勤労統計調査の夏季賞与結果によると、2004年（平成16年）の夏季賞与は、2003年に比べ1.2％減少し、40万

5462円だった。しかし、夏季賞与を支給する事業所割合は69.2％と、前年比0.5ポイントとわずかながら上昇している。 

夏季賞与の増減を産業別に見てみると、卸売・小売業（-11.5％）やサービス業（-4.4％）で減少が目立つ。一方、建

設業や製造業、金融・保険業ではプラスとなっている。特に建設業では、4年ぶりに増加に転じ、増加幅も9.3％と

大きい。 

　ところが、夏季賞与の支給事業所割合をみると、建設業は57.5％と、前年を上回ってはいるものの、産業別には

最も低い水準にある。 

　建設業はいまだ厳しい状況にあるが、夏季賞与を支給できる事業所では増額に転じており、二極化がうかがえる。 

 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 
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外国人労働者 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　昨今のボーダーレス化の反映か、国際的な人の交流は、経済を初めとする分野でますます深まっているようです。 
　外国人の現況に関する統計としては、法務省による、外国人登録者数があります。法務省入国管理局「平成15年末現在に
おける外国人登録者統計について」によりますと、平成15年末現在における外国人登録者数は191万５千人となり、昭和44
年以降35年間にわたり過去最高記録を更新し続けています。この数は、平成14年末現在に比べ６万３千人（3.4％）の増加、
10年前（平成５年末）に比べると59万４千人（45.0％）の増加となっています。外国人登録者の日本国総人口１億2,761万９
千人（総務省「平成15年10月１日現在推計人口」）に占める割合は、平成14年末に比べ0.05ポイント増加し、1.50％となっ
ていて、年々その割合は上昇しています。外国人登録者数の内訳としては、国籍、都道府県、年齢、性、在留資格がありま
す。 
　外国人のうち、働いている人の数については、総務省統計局において実施される国勢調査によって把握することができま
す。国勢調査は、調査時において、日本国内に常住している者を、外国人も含めてすべて調査の対象としており（ただし、
外国政府の領事機関の構成員等は除外されます）、「平成12年国勢調査」においては、国籍別の、労働力率や産業別割合と
いった集計が、なされています。 
　ちなみに、「平成12年国勢調査」によりますと、国内に常住する15歳以上外国人115万７千人のうち就業者は68万５千人、
完全失業者は４万２千人、両者を合わせた労働力人口は72万７千人で、国内の労働力人口に占める外国人の割合は1.10％と
なっています。また、外国人の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）は62.8％となっていて、日本人の労働
力率61.1％と比べ、1.7ポイント高くなっています。 
　また、外国人労働者の雇用状況を把握等を目的とした、厚生労働省「外国人雇用状況報告」というものがあります。これ
は、外国人労働者を直接に雇用している（以下「直接雇用」とします。）か、または外国人労働者が労働者派遣、請負など
により事業所内で就労している（以下「間接雇用」とします。）事業所からの報告を集計したもので、従業員50人以上規模
の事業所については全事業所を、また、従業員49人以下規模の事業所については一部の事業所（各地域の実情や行政上の必
要性に応じて選定）を対象に、公共職業安定所が報告を求めているもので、毎年実施されております。報告内容については、
各事業所で雇用する永住者、特別永住者を除く外国人労働者の人数及び職種別・出身地域別・在留資格別の内訳、過去１年
間の入離職の状況等となっております。平成15年に報告を行った事業所は全体で23,142所で、外国人労働者は27万４千人と
なっております。前年の報告結果と比べ、事業所数は1,692所（対前年比 7.9％増）、外国人労働者の延べ人数は4万６千人
（同 20.2％増）の増加です。 
　外国人労働者の中には、不法就労によるものもおり、平成14年でみますと、不法残留者は22万１千人と、外国人労働者数
76万４千人の28.9％となっています（図表１）。 

合　　　法　　　就　　　労　　　者 543,321

220,552
約76万人 

不　　　法　　　残　　　留　　　者 
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技能実習等(注3)

図表1　外国人労働者数(平成14年) 図表2　外国人労働者数の直接･間接雇用の推移 
　　　 および間接雇用の構成比の推移 

就労目的外国人(専門 
的･技術的分野) 
23.5%

日系人､日本人の配偶者等 
30.6%

アルバイト 
(資格外活動) 
10.9%

技能実習等 
6.1%

不法残留者 
28.9%

（注）１　日系人、日本人の配偶者等の労働者とは、｢定住者｣、｢日本人の配偶者等｣、及び｢永住者
の配偶者等｣の在留資格で日本に在留する外国人のうち、日本で就労していると推定され
る外国人を指す。日系人等の労働者数は厚生労働省が推計。 

　　　２　アルバイトは、｢留学｣等の在留資格で在留する外国人がアルバイトをするために資格外活
動の許可を受けた件数。 

　　　３　技能実習等は、特定活動の在留資格を有し、技能実習による就労している者及びワーキン
グホリデーのうち、就労していると考えられる者等(厚生労働省が推計)を指す。 

 
　　　（厚生労働省「外国人労働者の雇用管理のあり方に関する研究会報告書」より） 


